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ドイツ技師協会と労働者保護問題 １８７４－１８８４年
高 橋 秀 行
は じ め に
小論で「労働者保護」とは，機械制工業が普及し成熟化しつつあった１９世
紀後半，工場の就労現場で発生するさまざまな災害－労災－から労働者を保護
し，工場災害を最小限にとどめようとする公的・私的な努力の総体を指してい
う。ただし，小論の射程距離は，当時最大規模の技師職業集団を形成していた
ドイツ技師協会がこの労災問題に直面して，技術者ないし工場経営管理者の立
場と観点からこの問題にどのように対応し，どの程度の成果を挙げ得たかとい
う限定された小範囲にとどまる。この時代の労働者保護の全体像を明らかにす
ること，あるいはこのための国家社会政策的措置である労災保険を詳細に検討
することは小論の枠外である。すでに筆者は，ドイツ技師協会の初期段階（１８５３
－１８８１年）における協会の主要活動を， 組織の立ち上げと組織理念の確立，
ポリテクニクム（中級・高級技術専門学校）改革，特許問題，標準化・
規格化，をテーマとして取り上げてきた。小論はこの研究シリーズの一環をな
すものである。１）
１ 同時代の法令に見る労働者保護条項 １８６９－１８７８年
３月革命の余燼がおさまった１８５０年代の中期以降，ドイツの工業化は長期
にわたる好況をバネにしてその第２段階ないし産業革命の成熟段階に達した。
ドイツ諸邦各地の工業センターでは大量の労働者を雇用する工場の林立とその
周辺に拡がる労働者住宅が一般的な風景となり始める。この工業化の進展に
伴って１８５０年代末以降，労働者問題は新しい局面を迎える。労働者の連帯意
識の高揚，その利害を代表する労働組合運動や政党活動が活発化する。２）しか
し，一方に長時間・低賃金労働を強いられた労働者，他方に労働者の生命と健
康の保全にとって甚だ劣悪な就労環境である工場，この二つの状況の重なり合
いは，工場労災を激増させる。官庁の統計調査によって労災件数が数字的に確
認できるようになったのは１８８０年代に入ってからである。１８８１年の労災実態
調査によれば，ドイツ全土で死亡労災１，９８６人，継続的稼得不能者１，６８０人，
一時的稼得不能者８万５，０５６人，つまり，職員および労働者１００人あたり０．１
人の死亡者，４．５３人の被災者となる。３）それでは，この新しいタイプの労災の
増加に対して同時代のドイツの関連法規は十分に対応し得たのであろうか。
  労災に明示的に触れた最初の法律は１８６９年の営業条例（Gewerbeordnung）
である。その１０７条はいう。
〈事業経営者はすべて，自らの費用負担でもって，営業体および営業場所の特別
の実情を顧慮して，労働者の生命と健康を脅かす危険に対して可能な限りの安
全を確保する（zu thunlichster Sicherung der Arbeiter gegen Gefahr für Leben und
Gesundheit）ために必要なすべての設備を設けかつそれを維持する義務を負
う４）〉。
ただし，この１０７条が有効に適用されるためには，工場の就労現場での機械そ
の他の装置の作動状況や労働者の作業実態について正確な知識をもち，公平な
判断を下せる専門的な能力を備えた検査人が不可欠であるが，実際にこの条項
の遵守を監督する立場にあった地方の警察当局にはその能力は欠落していた。
 １８７１年制定の損害賠償責任法（Haftpflichtgesetz）は労災に対する損害
賠償について，鉄道とその他の事業体との間に区別を設けている。
〈第１条 鉄道業務で死傷者が発生した場合，企業経営者は生じた損害に対し
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て，その事故が不可抗力もしくは死傷者の自己責任によるものであるこ
とを証明できない限り，賠償責任を負う。
第２条 鉱山業，採石業，採掘業もしくは工場を経営するものは，その全権代
理人あるいは代表者，または経営もしくは労働者の指導と監督に当たる
べく採用された者が，任務遂行中に過失によって人の死亡ないしは身体
負傷を引き起こした場合には，それによって生じた損害に対して賠償責
任を負う５）〉。
この第２条は，責任の範囲を事業主本人のみならずその代理人にも拡大するこ
とによって一定度の進歩を見せてはいるが，第１条と違って労災の挙証責任は
被災者の側にあり，労災を被った労働者にとってはきわめて不利な規定であっ
た。つまり，事業主とその代理人は，任務遂行中の過失によって労災が発生し
たことを被災者によって証明された場合にだけ責任を負ったに過ぎない。
  １８７８年の営業条例改正法は労働者保護の可能性の幅を著しく広げたと
いえる。すなわち，その１２０条第３項は上記の６９年条例１０７条をほぼ文字
通り踏襲しながら，その末尾に次のような一文を追加している。
〈ある特定種類のすべての設備にどのような（安全）装置が製作さるべきかにつ
いては，連邦参議院の議決によって規程を発令ことができる６）〉。
さらに同条例第１３９条 bは，工場に適用される１２０条第３項の規定の施行監
視の任を「州政府によって任命された特別の官吏」に委ねている。この官吏は
「監視任務の遂行に当たって当該地域の警察官庁の全権限，特に常時工場立ち
入りの権限を有する」。７）これが当時の用語法で工場検査官（Fabrikinspektor）と
呼ばれる官吏である。工場検査官は１８５３年以来導入されて来た制度であるが，
この７８年条例でもって強制執行権をもった監視官に昇格することになった。８）
ドイツ技師協会の労災取り組み活動は，以上のような１８６０年代末から７０年
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代における労災防止の法的状況のもとで展開する。
２ 最初の問題提起
工場労働者の作業場労災防止（労働者保護）にかかわる最初の問題提起
は，１８７４年９月，ハノーファーで開催された第１５回技師協会総会の席上，ヴェ
ストファーレン地区協会代表の一人，A・シュミット（ルール川沿いの工業都
市ヴィッテン出自）によって行われた。以下，彼の提案「モーターと作業機械に
義務的に取り付けるべき危険防止装置」の概略とその後の討議の展開を追って
見よう。９）彼はまず，以下の３要請を協会原則として採用されることを期待する。
「１．すべての作業機とモーターには，労働者に危害を及ぼす可能性のあるあら
ゆる箇所で適切な安全装置が備えられなければならない。機械製作業者
は，この安全装置を機械の不可欠の一部として扱い，そのようなものとし
て機械発注者に供給すべきである。
２．機械設計原則の如何を問わず，機械の配置の段階ですでに労働者の安全へ
の配慮がなさるべきである。
３．機械設計の教育においては，安全性の追求が原則にまで高められるべきで
ある」。（以下，本提案を第１原案と呼ぶ）。
以上の３原則を挙げた後，彼は提案の動機を縷々説明する。工場の内部で機
械作動・操作に関連する労災や機械損傷が頻発していることについては，総会
出席者のほぼ異論のない共通認識と思われる。しかし，この認識を前提にして
考えると，機械制の発達や機械設計の進歩にもかかわらず，機械にかかわる安
全性の追求が誰からも要求されていないことは驚くべきことである。法律は，
鉱山・鉄道・蒸気ボイラーについては安全確保を要請する明確な条文を備えて
いるが，機械運転・操作から生ずる危険の防止については，法の言及はほんの
１０ 松山大学論集 第１７巻 第２号
数行に過ぎない。思うにその理由は二つある。一つは，機械による労災発生に
ついて担当官庁の手元に十分な情報が不足していること，もう一つは，この種
の労災防止を有効に実施する法律の制定自体がきわめて困難であること，以上
である。１８７１年に制定された責任法は，機械工場の所有者もしくはその代理
人が自らの不注意・怠慢によって現場で働く労働者が災害を受けた場合，その
補償のための全責任を負わせている。この法律によって，安全性向上を目指し
た機械設計が進められると思いきや，現実に登場したのは企業と結託してこの
種の事故の経済的補償をまかなう損害保険会社であった。機械を用いる生産の
現場を一巡すれば，労働者の安全がどれほど無視されているかを知る実例は山
ほどある。この弊害は除去されなければならないし，それは可能である。
本提案の目的は－とシュミットの動機づけ演説はなお続く－，われわれ技術
者の立場から，これまでに得た知識と洞察を踏まえ，かつ自由な意志決定によっ
て，煩わしい警察条例を通じて遅かれ早かれ上からの命令という形で実現する
やもしれない措置を先取りすることである。警察条例による一括対処は，工場
での災害防止にとってはきわめて非現実的であり，非効率的である。そこで，
機械を使用する各種工場における危険を具体的に指摘し，危険防止の具体策を
提案したい。続いてシュミットは，圧延工場，二対蒸気機関を備えた工場，ベ
セマー製鋼場の送風装置，工作機械，農業用機械のそれぞれについて危険頻発
の要所と防御策を提案する。報告の最後でシュミットは参会者に訴える。「参
会者の皆様には，以上述べたわがヴェストファーレン地区協会の決議に賛同さ
れ，『人間は今日もはや一個の機械ではなく，機械の監督者であり管理者であ
る』という近年よく口に上る言葉を実行されんことを」と。
以上が協会総会におけるヴェストファーレン地区協会の提案の骨子である。
引き続いて同じ総会席上でこの提案をめぐる賛否両論が活発に交わされる。
まずはハノーファー地区協会を代表してハーゲンが発言する。たしかに，作
業の現場で工場労働者の生命と健康を護る措置を講ずべしという提案は，技師
協会全体にとって時宜にかなった有益なテーマである。これを認めることはや
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ぶさかではないが，現在の問題状況にとってこれだけでは不十分である。協会
は，機械設計者よりはむしろ機械所有者に眼を向けるべきである。なぜなら事
故に直接責任を有するのは後者だからである。ただし，「協会は一般原則でもっ
て工場の経営形態に介入したり，官庁のお先棒担ぎをすべきではない。協会は，
工場経営の自由を最優先しなければならない。地区協会には工場経営者も工場
管理者も有力なメンバーとして多数参加している。したがって，地区協会こそ，
危険の少ない工場経営を促進するための資格と能力を備えた機関である」。こ
の見地からハノーファー地区協会は以下のような修正提案を行う。
「本総会は以下のように決議する。地区協会は，それぞれの特有の事情や状況に
応じて，工場で発生する危険に対する労働者保護の水準を向上させるために積
極的に活動し，その活動状況とそこで得た経験を協会本部に報告する。これを
受けて協会本部は当該問題を再び次期総会の議事日程に組み込む」。（以下，こ
れを第２原案と呼ぶ）。
この修正案提起に引き続いて，以上の二つの決議案に対して他の地区代表二
人が意見を述べる。まず，ドレースデン地区代表のピーパーは第２原案を支持
し，第１原案に対しては，「ヴェストファーレン地区協会の主張する３原則を
受け入れて実行に移すとなれば，そのための立法行為という技師職分にとって
不慣れな分野での作業が必要となり，これはややもすると煩瑣で厳しい法的措
置を生み出す危険性がある」と反論する。他方，ベルリーン地区代表のシャル
テンブラントは，第１原案に同意を示し，この原則の遵守は機械製作者にも安
全措置のための関心を高めるであろうと評価する。
議論の締めくくりとして，総会議長は，第２原案は第１原案よりも包括的で
あり，かつ第１原案を排除するものではないという判断を示し，協会の有力メ
ンバーであるピーターズの助言を容れ，「機械設計に関連してヴェストファー
レン地区協会が提起した原則を承認して」という前言を加えた第２原案を提示
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し，ほぼ満場一致の賛成を得た。
以上の経緯から，技師協会に特有のいくつかの傾向ないし志向を読みとるこ
とができる。第１に，協会の総意を決定する過程の地区民主主義的方式である。
工業先進地域ヴェストファーレンから発せられた突出した提言をそのまま承認
するのではなく，問題提起の功績を認めつつもハノーファー修正案で柔らかく
受け止め，各地域における労災防止の実情を収集した上で，地域別・部門別の
特殊事情を勘案しながら時間をかけて意見統一を図るという本協会独自の合意
形成方式がこの場合にも顕著に現れている。第２に挙げられるのが，反官僚主
義的志向とそれを支える自由主義的自治意識である。１０）各種技師，工場経営者，
技術教育者が主力メンバーをなすこの協会では，工場での労災防止問題は，自
分たちが主体的に解決すべき固有の問題であるという自負があり，その自負
は，（当問題に無知な）国家や地方政府が上から官僚的・警察的発想で総括的
労災防止法を制定することに対する拒絶反応を呼び起こす。第３に技師階級固
有の両面性である。工場の現場で働く技師にとって工場内労災は微妙な問題で
ある。技師は一方では専門職として経営者側の利害を代表するが，他方では機
械操作の指導者としては現場で働く労働者の生命と健康に責任を持たざるを得
ない。その立場からは，労災対策は工場の置かれている個別的な事情に対応し
た特殊措置でなければならない。警察的監視のもとで上から一律に「すべきこ
と」「すべからざること」を強制されることに対する強い拒否感が働くのは自
然であるといえよう。
さて，上記１８７４年労働者保護に関する総会決議は，次期総会までの情報収
集を前提にして１年後の議題再提出を決議しているが，現実はどうであったろ
うか。翌１８７５年の総会（アーヘン，８月末－９月初）の年次報告のなかで協
会会長グラスホーフは当該問題について以下のように述べている。「機械によ
る労災の防止問題についてこの１年間各地区協会から私に寄せられた報告材料
は今のところあまりにも微々たるものであり，よって本問題を総会議題に再び
取り上げ，実りある議論を展開することは不可能と思われる」。１１）会長の手元に
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届いた報告は，マンハイム，アーヘン，中部ラインのわずか地区協会からのも
のであるが，いずれも積極的な提言を含まない。これでもって１８７４年に盛り
上がった労災問題は協会内では不燃焼のままに終わった。１２）
３ 労災防止をめぐる技師協会内部議論の再活性化 １８７８－１８８０年
前節で見たように，工場労災防止をめぐって技師協会内部に盛り上がった議
論の第一波は，地区協会の微弱で消極的な反応によって見るべき成果を挙げな
いまま竜頭蛇尾に終わった。当問題が協会内部で再び活性化するのは３年後の
１８７８年以降であるが，活性化の刺激はいずれも外部から訪れた。１３）
最初の刺激は，マクデブルク一般保険会社による損害賠償責任法批判とその
廃止提案である。これは１８７８年覚え書きの形で帝國宰相官房に提出された。
その責任法批判は２点にわたる。 責任保険は良俗に反する。なぜなら，企業
家は保険をかけているという理由で欠陥設備の改善を等閑視する。経済的な
観点からも責任保険は不当である。損害賠償訴訟が増大し，その費用は激増し
ている。さらに，工場主がこの法律のもとで無罪になった場合，災害を被った
労働者の運命は公共救貧事業にゆだねられる。このような事態は労使関係の悪
化を招来する危険性が高い。この欠陥を是正するためには，現行の責任法を廃
止して新たな労災保険（Unfallversicherung）を導入すべきである。そうすれば
企業側の拠出保険料が高くなるので，工場主は工場の設備と管理に高度の注意
を払うようになるであろう。
第２の刺激は，ハノーファーの工場検査官（政府官吏）が１８７８年にハノー
ファー地区協会で行った講演である。そのなかで彼もやはり現行の責任法の不
備を突いている。批判は２点にわたる。 労災が生じた場合，現行法では挙証
責任は労働者側にあるが，現実には労働者の挙証は，裁判で必要な適正な証人
を見つけること自体が不可能に近いので，困難をきわめる。現場の同僚とて，
「飯を食わせてもらっている人に刃向かえない（Wess Brot ich esse, dess Wort
ich spreche．）」からである。責任保険は工場主の金銭上の損害に対する保険
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であるにすぎず，労働者の仕事能力の減衰・破壊に対する保険ではない。この
観点から，彼は責任法を改正して，労災挙証責任を雇主にも拡張することを主
張する。彼はまた１８７８年の年次報告のなかで，同年の改正営業法１２０条第３
項に依拠した保護規定の立法化を要請している。なお，１２０条第３項について
は上述１で触れた。
このような外部からの挑戦を受けて，技師協会は３年間の仮睡から突然目覚
め，労災問題への関心を再び活性化させる。上の二つの責任法批判はいずれも，
この法律の不備が工場経営者・管理者の労災防止に対する無為無策ないし怠慢
の原因であると指摘している。この指摘に対し，会員の中に専門の技術者と並
んで多数の工場経営者・管理者を擁する協会の反応は，当初反発と当惑の入り
交じったものであった。１８７８年から１８７９年にかけて協会の週報（WVDI）に
は，この問題をめぐる各地区協会の防衛本能的反論が散見される。一例を挙げ
ると，１８７９年４月，エルバーフェルトで催された協会代表者会議の席上，ハ
ールマンは上述の責任法批判論議を取り上げ，ハノーファー地区協会の委員会
による事後調査を援用して，工場検査官が工場経営者の怠慢として挙げる証拠
材料は一部「事態の全貌から切り離されて正しく解釈されていない一方的な記
述」と反批判する。１４）
このような散発的で部分的な反批判を前哨戦として，同年８月下旬の協会総
会（ハンブルク）において，一人の地区代表者の講演をきっかけに，ようやく
労災問題への本格的な取り組みが始まる。講演者アルベルト・ピュッチュ
（Albert Pütsh）はベルリーンの民間技術者で，その豊富な実際的知識によっ
て労災をめぐる損害賠償責任問題でベルリーンの上級・下級裁判所の参考人と
して活動した経験をもち，現時点の労災問題の実情と将来展望を語る最適の人
物であったと思われる。講演２カ月後の協会週報に掲載された彼の講演全文１５）
は，Ａ４判縦二つ折りの週報上７ページを占め，６８２行にわたる。講演のテー
マは「損害賠償責任（法の施行）とその諸結果」。冒頭で彼はいう。本問題は
まさしく技術協会がその総力を挙げて取り組むべき重要課題であり，「本問題
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は，正しく解決方向を歩むならば工業の利益を促進することになるが，誤った
取り扱いを受けると，意図に反した結果を生み出す危険性がある」。以下，講
演の内容を３点にしぼって要約する。
  まずピュッチュは，上記マクデブルク一般保険会社の賠償責任法批判－こ
の法律のもとで工場経営者は危険防止努力をサボタージュする，その結果工
場内労災が増加し訴訟が激増する－に対して，労災に関する信頼できる正確
な統計が存在しない現在，保険会社の言い分についてその正否を判断するこ
とは不可能である，と批判する。１８７１年以前にはそもそも責任法はなく，
工場の労災は工場主によって「内々に」補償されていた。しかし，責任法の
施行以後，労災訴訟が増えているのは，工場経営者の怠慢によって労災危険
性が高まった証拠といったものではなく，むしろ工場企業家批判の扇動者が
労災事故を鐘と太鼓を鳴らして触れ回り，さらにインチキ弁護士が当該訴訟
で儲けようとし，労災の被害者さえも訴訟によって法外な補償金を得られる
と言う幻想を抱きがちだからである。訴訟の激増は法の制定が生みだした異
常事態という側面があることを忘れてはならない。ここでピュッチュは，労
災の真相に迫るために近年の工場検査官報告を取り上げる。ベルリーン工場
検査官の年次報告は次のような驚くべき事実を伝えている。１８７６年のベル
リーン地区で生じた工場労災は３３４件であるが，このうちの２４４件（７３％）
は「再発防止がきわめて困難」な類のものである。つまり，その意味すると
ころは，労災全体の４分の３は，労働者が仕事を遂行するに当たって必要と
される注意事項を無視した結果発生したものである，ということである。翌
年の報告書もほぼ同じ数字を挙げている。この事実に拠ってピュッチュは以
下のような持論を展開する。上の例では９０件だけが工場経営者に責任が帰
せられる労災となる。この９０件という数字は２，４００の工場と６万人の工場
労働者を擁するこの地区においては非常に低い発生率といわざるを得ない。
だから「工場経営の危険性は，方々で喧伝されているほど大きいものではな
いと思われる」。もちろん，だからといって工場で働く労働者の生命と健康
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の安全を高める努力が不必要であるとは毛頭考えていない。しかし，工場の
作業現場は決して呑気に闊歩できるバラ園ではない，備え付けられている機
械類は拘束された野獣のようなものであり，不注意に近づく人間に対して牙
をむく。工場には不可避的に常に一定度の危険性が潜んでいる。このことは
労使双方が共通認識として抱くべき基本事実である。したがって，工場経営
者は労働者に絶対的安全を保証すべきであるという考え方は間違っている。
  次にピュッチュは工場検査官制度そのものに言及する。この新しい制度が
導入された当初，工場経営者・技術管理者は警察的機能を持った外来の検査
官に対して本能的な拒否感情ないし敵対意識を抱いていた。しかし，工場経
営の現場における危険回避が先鋭な問題となっている今日，工場主がふだん
見落としている潜在的な危険を発見するためには，第三者の眼は必要不可欠
である。したがって，工場立ち入り権・是正勧告・命令権を備えた工場検査
官は「有益であるばかりでなく，必要な」存在である。７８年の改正営業法
（上述）によって，労災防止の安全装置は官庁の決定事項となり，これを担
当する専門国家公務員たる工場検査官の地位は特別の重要性をもつことにな
る。したがって，工場経営関係者－工場主，工場内の技術管理者－が工場検
査官と手を携えて協力し，その専門的知識に基づく勧告を受け入れ，工場内
の労災軽減に努力することはまことに望ましいことである。
 第三の問題点として，ピュッチュは責任保険制度の欠陥に触れる。一方で
は，良心的な工場経営者がいかに細心の注意を払って作業場での危険防止に
努めたとしても，各種の機械や装置がひしめく工場では危険の絶滅は期しが
たい。他方では，労働者の側の基本的注意の欠落に起因する事故も多発して
いる。さらに，現行法では労災被害者の側に挙証責任がある。保険会社は，
問題が紛糾した場合まずは訴訟という法的手段を通じて問題を解決しようと
するが，事の性質上労災の因果関係こそまさしく民事裁判の厳密な立証理論
の適用が困難な領域である。以上の理由から，損害賠償責任とその法的表現
である責任法は，労使双方にとって不安を醸成する原因となっている。この
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状態を打開するためには，事故と賠償責任を伴う労災との区別を取り除くべ
きである。そして雇用主と並んで，労働者も自己の未来の保障のために応分
の掛金を負担すべきである。つまり責任法に代わる制度として労災保険を提
唱したい。
講演の最終段階で，ピュッチュは労災問題のための常置委員会の新設を総会
に提案する。彼の構想によれば，この委員会は，協会を代表して外部の工場検
査官ならびに損害賠償保険会社と連携し，明確なプログラムを策定する。この
基本方針に沿って各地区協会が労災問題にかかわる調査を実行する。地区協会
にもそれぞれ当該問題を調査する常置委員会を設け，地区内の各メンバーと連
絡を取り，以下の諸点に関する報告を受ける。 工場内のさまざまな機械に対
して危険防止装置が取り付けられているか，またどのような防止装置が必要と
認められるか，機械もしくは作業遂行に関する注意事項が公示されているか
どうか，またその効果はどの程度のものか。地区の常置委員会はこれらの報告
をまとめ，中央の常置委員会に送る。中央委員会の仕事は，まず機械，作業装
置，それらの操作を危険の度合いに応じて分類する。この作業から安全装置の
必要性が引き出されてくる。次の課題は安全装置を設計することであるが，こ
のためには協会メンバーの設計活動を報奨金を設けて奨励する。最良の設計は
これを連邦参議院に送り，採用を薦める。
ピュッチュは講演の掉尾で，このような調査業務が煩雑な重労働を伴うこと
は十分にわきまえているが，もしこの任務を当協会が放擲するならば一体どの
他の協会がこれを成し遂げられるだろうか。当協会はこの「人道的かつ文明的
な」任務をなし得る最高の資格と能力を備えた団体ではなかろうか，と情熱的
に呼びかける。そして彼の主張を以下の提案にまとめる。
「ドイツ技師協会は，フランクフルト地区協会の決議１６）を協会全体の決議とし，
これを遂行するため，地区協会と直接連携して必要な資料を収集する３人のメ
ンバーから成る委員会を設け，それに必要な出費を承認する」。
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この提案は参会者の大多数でもって可決され，３人委員としてフランクフル
ト地区協会のドロンケ博士，ベルリーンのピュッチュ，エルバーフェルト地区
代表のシュタムケが推薦され，これも可決されて３人委員会が正式に発足する
ことになった。こうして労災防止に向けた協会を挙げての協同作業が順調に進
行するかに見えたが，現実はこの直後から始まった帝國政府側の「上からの」
攻勢，最終的には帝國宰相ビスマルクの強力な介入によって，状況は一転，二
転することとなった。
４ プロイセン政府の法案提出と技師協会の対応
上述の３人委員会の発足は７９年８月末であり，協会の総意を体して協会自
身の自発的な努力による労災防止案が具体化されようとする矢先，政府が先手
を打って登場した。同年１０月，プロイセン政府が労働者の安全保護に関する
法案を連邦参議院に提出するという事実が公知された。これをきっかけに，こ
の問題に関する協会内部の議論の重心は，協会自体による自発的な事故防止案
の策定（ピュッチュ・プログラム）から政府による事故防止規則制定に対する
「防衛」へと移動する。１７）しかも，この「防衛」の進め方についても，協会内
部においてこれまでは表面に現れなかった二つの対抗路線が顕在化する。一方
には，政府案を一つの有効かつ有益な原案として受け入れ，これに修正を加え
て協会側の利益に沿った労災防止法に結実させようとする妥協路線，他方に
は，上からの権威主義的・警察的防止条例の制定に徹底抗戦し，工場経営内の
労災防止はすぐれて技術の問題であるから専門技術者の判断に任せるべきであ
るという民間自治原則（自主管理）路線である。７９年末から８０年前半にかけ
て，協会内部，つまり地区協会相互の間でこの二つの路線が激しく交錯する。
いずれにせよ，バスに乗り遅れてはならない。目の前の機会を取り逃がさな
いように協会リーダー（ディレクトア）のフランツ・グラスホーフは，７９年
１２月７日，一方では外に向かって連邦参議院に請願文書を送り，政府の労災
防止施行条例原案について予備協議が行われる際には技師協会のメンバーを専
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門家代表として召還されたいという希望を伝え，同時に他方では内に向かっ
て，地区協会に対して近い将来に公表される予定の政府原案に有効に対処する
ため労災問題への取り組みを早めるよう懇請している。明けて８０年２月末，
プロイセン政府の内務省事務次官から技師協会宛にプロイセン政府提出の労災
防止法案を添えた回答があった。政府は本法案を連邦参議院に提出し，監督官
吏と実務に通暁した専門家によって構成された委員会の審議に付託するという
通告と当委員会に技師協会から代表一人を送るようにという要請であった。こ
の通告を受けてグラスホーフは直ちに（３月２日）地区協会に政府原案の検討
を要請した。１８）
地区協会の返答に先立って，３月７日，前述の３人委員会が政府原案に対す
る見解を以下の４項に準拠して暫定的にまとめた。１９） １８７８年の営業条例１２０
条に沿った施行条令の制定は必要である。このための政府原案はこれからの
討議の適切な基礎と認められる。最終的に制定される条例は施行可能性が実
地において証明されている条文だけを含む。条例の規則は一般的な性格のも
のに限定さるべきである。以上のように３人委員会は政府原案を議論のたたき
台として認め，政府案の各条について詳細な検討を加えた。だが，各地区協会
の反応は賛否両論に分裂した。
たとえば，ハノーファー地区協会の政府原案検討委員会は，政府原案が「大
筋において協会の進める方向と一致」しているという認識のもとで，政府原案
の逐条審議を進め，具体的な修正案を提起する。２０）これに対してマクテブルク
地区協会は政府原案を「重要な，名誉ある業界の自立した自由な発展への前代
未聞の介入の試み」と断じ，「政府の下品な保護者面は堪えがたい」と罵倒す
る。そして代替案として「業界の自主管理に基づく監督協会」の設立を提案す
る。この政府批判の根底には，「力を束縛し阻害する国家条例に創造的な能力
を見出す立場」と「文化の発展を自然諸力の解放に見る立場」という二者対立
的観点が潜んでいる。２１）
このような内部見解の分裂に直面して，協会本部理事会は，予告されている
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連邦参議院・専門家委員会での審議に参加するに際し，技師協会としての戦略
を一元化するために，２４人から成る拡大委員会を５月２２－２３日の両日にわ
たって召集した。２２）審議の席上，発言の口火を切ったピュッチュは，当拡大委
員会が先の３月７日の３人委員会の決議に同意することを懇請したが，ケルン
地区代表ザックスの反論を受けた。その要旨は以下の通りである。ありとあら
ゆるケースに適用可能な法，または警察条例の制定はそもそも不可能である。
しかし，政府による法の制定に絶対反対するわけではない。工場経営者には，
政府役人による工場検査を受けるか，あるいは新しく創設さるべき民間主導の
工場監督協会の監督を受けるか，そのいずれかを選択する自由を保証すべきで
ある，というのである。ここで無視しがたいエピソードは，協会名誉会員でド
イツ電機工業のパイオニアであるヴェルナー・ジーメンスが－この会議に招聘
されていたが余儀ない事情で欠席－この問題について書簡で議長に所見を伝え
ていることである。その主旨は，部分的な適用力しかもたない不備な法規によ
る工業の規制に全面的に反対するという強烈な意見である。
ピュッチュ案とザックス案をめぐる白熱した討論の後，決議は僅差（１３対
１１）でのザックス案の承認となった。この議決の背後には，一方には労災防止
のための全国統一的な法規の必要性を認め，そのためには官庁の後見をある程
度認めつつ，法案の逐条審議で民間企業家の利益を可能な限り代弁しようとす
る官庁協力妥協路線，他方に国家的・警察的規制を忌避して工業企業家が自発
的に組織する監督団体によって問題解決を進めるべきであるという反官僚的自
立路線，この二つの路線対立が看取される。もっとも，白熱討論の熱気が冷め
た後，同じ会議の席で最終的には以下の現実的な妥協案が成立する。つまり，
来るべき専門委員審議会では，協会代表はまずは政府原案に反対の意を表明す
るが，それが通らない場合には可能な限り法案の「骨抜き」を計るという２段
構えの戦略である。こうして協会の審議会参加準備は整った。
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５ 連邦参議院・専門委員会の発足と討議の展開
１８８０年１２月１４日，連邦参議院・専門委員会２３）が初会合を開いた。委員会
の構成は，政府代表２名，営業監督官３名，工場所有者９名，工場支配人３名，
団体代表４名，上級技師２名，民間技師１名であった。この総勢２４名のうち，
技師協会の正式代表は議長オイゲン・ランゲン１名のみであったが，さまざま
な職種から参加した協会メンバーが多数派を占めていた。とくに前節で挙げた
協会の労災対策３人委員会も参加していた。
委員会討議は，まず議題の核心となっている労災防止立法がそもそも必要か
否か，という総論的テーマから始まった。各委員の意見は，「有害」，「受け入
れがたい」，「不必要」，「原則的に正当である」，「是非とも必要である」と両極
端とその中間を挿んで多様に分裂した。当委員会に参加した技師協会メンバー
からして，ピュッチュは「是非とも必要」を訴え，ベルリーンの工場主ベーレ
ンスは「不必要」を強調した。協会正式代表のランゲンは，「一般的強制力を
持つ法令ではなく，工場検査官への通達程度にとどめおくべきである」と主張
した。
委員会はこの基本問題についての賛否評決を行わず，そのまま原案の各条審
議に移った。各条審議においても，強制的な性格を持つ一般法令であるべきか，
それとも監督官吏への通達程度のものにとどめておくべきかについての議論が
再燃した。政府代表のテーオドール・ローマン（内閣府高官）は，現行法（営
業条例）では工場経営者は弊害の除去を要請され，従わない場合には処罰を受
けることになっているが，特定の設備を改善することは強制されていない。こ
こに問題があると指摘し，営業条例の労災防止条項を具体化する施行法令が必
要であるという観点を披露した。ピュッチュも，すべての工業人の同格という
観点からこのローマンの考え方に同調し，協会正式代表のランゲンも，上述５
月の拡大委員会決議－政府原案に反対の意を表明するが，それが通らない場合
には可能な限り法案の「骨抜き」を計る－の前半部分を捨て，ピュッチュ路線
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に歩み寄る姿勢を見せた。すなわち，政府が目指す一般的法規の制定という原
則に同意を示しつつ，その細部を工場経営者，技師の観点から検討し，強制的
性格を「弱める」という戦術への転換である。ランゲンはさらに，工場経営者
と監督官吏との間に見解の対立が生じた場合，両者の側から推薦された専門家
による仲裁裁判的決着を計るという案を提出し，専門委員会の同意を引き出し
ている。
ここで専門委員会で展開された各条審議の詳細に立ち入る余裕はない。ただ
各条審議の対象となった規制事項については，ルントグレーンがこの時期（１８７８
－１８８０年）に政府筋と民間諸団体から提出された主だった４つの労働者保護
規定原案を比較対照的にまとめている。これを小論末尾に掲げたい。この表を
通じて，当時の「労災防止」事項の具体像が浮かび上がってくる。２４）
専門委員会修正案を先行する他の３原案と比較すると，工場の個々の作業局
面における細目規定（とくに労働者関連）が欠落し，より一般的な条項に希薄
化されている。その場合，例外のない厳密な適用を緩和するために，いくつか
の制約条件が付与されている。たとえば，「経営の許す範囲で」「技水準がそれ
を可能とする限り」「経営に多大の支障を引き起こさずに可能な限り」といっ
た但し書きである。これによって労災防止についての経営者の裁量の余地が大
きくなるわけである。民間専門家の審議参加によって「法案を骨抜きにする」
戦略（ロビーイズム）は一定の成果を収めたというべきであろう。
６ 労災防止条例から労災保険へ
以上のように錯綜した前段階を経て，８０年の１２月には連邦参議院・専門委
員会は労災防止のための施行令最終案をまとめたのであるが，この案は日の目
を見ることなく廃案となった。廃案に至らしめた主役は意外にも帝國宰相にし
てプロイセン首相ビスマルクその人であった。結果論としては，奇しくもドイ
ツ技師協会の第１戦略である廃案が実現したともいえるが，ビスマルクの構想
は，技師協会の思惑と部分的に一致する面があったとしても，国家社会政策観
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点を踏まえた巨大なコンテキストから生まれたものであった。労災防止施行令
を制定するために専門委員会まで開催したプロイセン政府とその指導者ビスマ
ルクとの間にはどのような軋轢，見解の齟齬があり，ビスマルク自身はこの問
題についてどのような構想を抱いていたのであろうか。
白色革命家ビスマルクの抱く社会政策の核心は，国家の手で国民を，そして
とくに労働者を病気，事故，廃疾，老齢から保護し，もって皇帝と政府に忠誠
かつ従順な年金受領者を育成するという「馴致政策」２５）にあった。いうまでも
なく，この背景にはドイツ産業革命の成熟とそれがもたらす諸問題の顕在化，
内なる敵・社会主義政党の成長と躍進，経済的自由主義から保護主義への移行
といったドイツ政治・社会・経済の大転換がある。この国家による後見保護と
いう立場から，彼は民間企業による社会政策的労働者対策を「中間官吏の越権
的な介入を呼び起こす好ましからざる予防措置」として峻拒した。そもそも
７８年の改正営業条例（上述３参照）からして原理的にはビスマルクの意に反
する立法であり，当時の帝国議会の多数派を占める自由主義者への気に染まな
い譲歩であった。そこで彼は改正営業条例の骨抜きを画策するために，商務大
臣に工場検査官服務規程を作成させ，検査官の権限を厳しく制限した。
前節で取り上げた８０年１２月にプロイセン政府が提出し，連邦参議院・専門
委員会でさまざまな修正を受けた労災保護法案に対しても，ビスマルクは翌
８１年連邦参議院において「本法案には若干の憂慮すべき問題点がある。とく
に監督官庁と役人の裁量の幅が大きすぎる。だから企業と役人の両当事者の間
に調停裁判的手続きを導入して均衡を計らねばならない」と否定的なコメント
を与え，法制化にブレーキをかけた。２６）このビスマルクの強固な態度を目の当
たりにしてプロイセン政府は防災法案から全面的に手を引くことになった。ビ
スマルクは，この後に続く連邦参議院，進歩党や中央党の一部の議員による労
災防止法案の制定化要請に対しても不退転の態度でこれを無視した。
もちろん，ビスマルクは労働者保護そのものを否定したわけではない。彼は，
労働者を社会民主主義の影響から遮断し，同時に国家の側から手厚い恩恵的保
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護を与え，もって帝國政府に忠実な臣民に錬成するには，直接国家が公法的な
救済措置を採用するのが最適の道と考え，その構想を労災保険法の制定という
形で実現した。その場合，彼の念頭にあったのは，労災の審査と給付決定の具
体的な場で労災当事者で構成された団体的組織（korporative Organisation）を
活用する道であった。もちろん，この労災保険法制定に至る過程は坦々とした
道ではなかった。彼は，労災保護の私法的解決を目指していたプロイセン官僚
に対しては硬軟両様のカリスマ的指導力を発揮して労災保険法案の作成に駆り
立て，１８８１年３月，労災保険第一次法案を帝国議会に提出させた。この法案
は議会で大幅な修正を受け，連邦参議院に回されることになったが，ビスマル
クはこの修正を拒否して，連邦参議院に受け入れを拒否させた。こうして第一
次法案は挫折したが，その後もビスマルクは，不屈の意志と巧みな政治交渉術
を駆使して第二次法案（１８８２年５月議会提出，否決）へと進み，最終的には
第三次法案（１８８４年３月提示，同年７月連邦参議院承認）でもって彼の構想
を実現した。２７）
この３年がかりの難産の果てに成立した労災保険法の下では，産業分野別に
強制加入の同業者協同組合（Berufsgenossenschaft）が設けられ，これが労災保
険主体となる。この協同組合は，原則として帝國全域の同じ産業分野のすべて
の事業体を加入対象とするとともに，この協同組合内部に地域支部（Sektion）
を設けることができるようになっている。労災保険給付の支払いは，協同組合
理事会の指示に基づき，前貸し的に郵便行政を通じて行われる。協同組合は，
郵便行政から請求された額を協同組合加入事業主間に賦課するが，その賦課額
は個々の事業体に就労する労働者の賃金総額と当該事業体の労災危険率表のラ
ンクを基準として定められる。ビスマルクの意向を反映して労働者側からの負
担はない。この同業者協同組合に対する監督権限を有する公的機関が帝國保険
庁（Reichsversicherungsamt）であり，労災保険給付に関する紛争の最終的な裁
決機関となっている。最終的という意味は，帝國保険庁への上訴の前に，中間
段階として仲裁裁判所が設けられているからである。帝國保険庁の人事構成
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は，連邦参議院の提案に基づいて皇帝が任命する３人の常勤委員（議長を含む）
と８人の非常勤委員から成る。後者はさらに半数が連邦参議院の議員，残りの
半数が協同理事会代表と労働者代表それぞれ２人ずつから成る。２８）
この同業者協同組合は，労働者の同権的参加のもとで，災害防止規定を作成
し，帝国保険局に届け出て承認を得る。組合はまたこの規定の遵守を監視する
技術専門家を任用する。こうして帝國の頂点から公法的に組織された民間事業
主の団体が労災保険の主体となることによって，ビスマルクの労災保険は完成
する。１８７４－７５年，１８７９－８０年と断続的ではあるがドイツ技師協会が総会決
議をもって取り組んできた労災防止の自治的努力は，今や帝國の（つまりビス
マルクの）体系的な社会政策の一環に組み入れられ，労災保険法に吸収された。
技師協会はこの公法的措置を，政府発令の一般的労災防止条例が廃棄されたこ
と，ならびに民間事業主の団体組織が保険主体として登場してきた点を挙げ
て，協会自体の労災防止構想に大幅に合致する政策として受け入れはしたが，
同業者協同組合とその災害防止規定については協会が主体的に取り組む「全般
的課題」とは考えなかった。２９）こうして労災保険法の成立とともに，技師協会
内部での労災防止への関心は急速に減衰して行く。
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規 制 対 象
ハノーファー
工場検査官案
１８７８年
ハノーファー
地区協会案
１８７９年
プロイセン
政 府 案
１８８０年
専門委員会案
１８８０年
箇条番号 箇条番号 箇条番号 箇条番号
作業室
１．採光・照明
２．空積
３．有毒・塵埃ガス
４．火災発生の際の避難経路
５．有毒・爆発物質への近接度
６．機械相互間の通路
７．墜落防止装置
８．エレベーターの保全
９．階段の保全
労働者
１０．作業衣
１１．若年労働者のベルト作業
１２．工場内注意事項の掲示
機 械
１３．動力機の配置
１４．機械作動部分および伝導装置
のための安全被覆
１５．動力機の作動開始・停止を示
す信号装置
１６．工作機械・作業機械の連動解
除レバー（特に丸鋸盤）
１７．機械・伝導装置のクリーニン
グ・注油・修繕
１８．ベルトの装着
１９．保全装置の維持補修
２０．保全装置の例外許可
２１．経過規定
１０
－
－
－
１１
－
８，９
６
７
１
１５
－
－
２，４
１２
３，５
１４
１３
－
－
－
３
－
－
－
－
－
３，６
４
３
２
１０
１
－
７
５
１１，１２
９，１３
８
１４
１５
－
Ａ１，Ｂ６
Ａ１
Ａ２
Ａ７
Ａ３
Ｂ６
Ａ５
Ａ６
Ａ４
Ｂ８
－
Ｂ９
Ｂ１
Ｂ２
Ｂ３，Ｂ４
Ｂ５
Ｂ７
Ｂ７
－
－
－
１
２
３
４
５
６
７
８
－
－
－
－
－
９
１０－１２
１３
１４
１４
－
－
１５
付表 ドイツ帝國における労働者保護法案の比較 １８７８－１８８０年
注記：第１欄のハノーファー州工場検査官の案は第２欄の技師協会・ハノーファー地区協会
案の母胎となったものであるから両者は多くの共通点をもつ。また第３欄のプロイセ
ン政府案も各地に派遣された工場検査官の報告が原案作成の踏み台となっているか
ら，この３つの案は工場検査官の経験と知見が共通の基盤となっている。第４欄の連
邦参議院・専門委員会案では，前３案に現れている個別ケースのいくつかが削除され
るか，一般的な条項に吸収されている。
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産業部門ごとに組織される特殊利益と判断されたのであろう。高橋［１１］２５－２８ページ。
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